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前回企画委員会における主なご意見と対応状況
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主なご意見 対応状況

①
i-Constructionの対象概念が「未来の土木をつく
る」という次の段階になってきていることを明示すべき

 i-Constructionの取組は着実に進捗
 令和4年3月に、インフラDX全般の施策の工程付き

で「インフラ分野のDXアクションプラン」としてとりまとめ
 8月にはネクストステージとして次の段階へと進めること

を確認

②
デジタル技術を導入するだけではなく、具体的な効果
をあげていくべき

③
i-Constructionで実施できることのリスト化、見える
化をしていくべき

④ 使いやすいUI等をつくり、展開していくべき
 令和4年3月に、国土交通データプラットフォーム

Ver.2.1を公開し、フリーワード検索を可能に

⑤ チャレンジしていることを評価する文化にしていくべき
 国交省の取組拡大や近年の応募実績を踏まえて、

i-Construction大賞をインフラDX大賞に改称予定



土木工事におけるICT施工の実施状況

○直轄土木工事のICT施工の実施率は年々増加してきており、2021年度は公告件数の約８割で実施。
○都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数・実施件数ともに増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。
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＜都道府県・政令市の実施状況＞

工種

2016年度
［平成28年度］

2017年度
［平成29年度］

2018年度
［平成30年度］

2019年度
［令和元年度］

2020年度
［令和2年度］

2021年度
［令和3年度］

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６ ７，８１１ １，６２４ １１，８４１ ２，４５４

実施率 ３３％ ２２％ ２９％ ２１％ ２１％

単位：件

＜国土交通省の実施状況＞



直轄工事におけるICT活用工事の受注実績分析
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○地域を地盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業全体の
約半分

○2021年度にＩＣＴ施工を新たに経験した企業は270者（2019年度→2020年度：58者）となった。
○更なる生産性向上を図るため、引き続き中小企業への拡大が必要

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

＜ICT施工の経験企業の割合＞

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2020年度の直轄工事受注実績に対する割合）

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2021年度の直轄工事受注実績に対する割合）



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度
（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への更なる適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（橋脚・橋台）（基礎工）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小規模土工） （排水構造物等）
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（橋梁上部、基礎工拡大）



ICT建設機械認定制度

○ICT施工の中小企業等への普及拡大に向け、従来の建設機械に後付けで装着する
機器を含め、必要な機能等を有する建設機械を認定し、その活用を支援

○今回、10月5日付でICT建設機械※（後付装置含む）として65件を認定

※ＩＣＴ建設機械とは、建設機械に工事の設計データを搭載することで、運転手へ作業位置をガイダン
スする機能や運転手の操作の一部を自動化する機能を備えた建設機械

申請

国土交通省

事務局

省内委員会
公共事業
企画調整
課長

公表

で
公
表

現
場
で
活
用活用

認定

表示

認
定
表
示

製造者等は認定表示
を貼り付け

建
機
・
測
器
メ
ー
カ
等

■認定フロー■主なＩＣＴ建設機械

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

【ICT建設機械等認定イメージ】

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ

■認定表示

(年度) (整理番号)
建設機械自体
Or
後付け装置

建設機械
の種類

(機能)
精度確認方
法の公表の
有無

– – ( ) – ( ) – – ( )
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Ｈ
Ｐ

情報通信技術（Information and Communication Technology）
の略称であるICTの小文字「ict」をメカニカルなデザインで表現し
つつ、上部には情報通信の要である電波、「ict」の下部をつなぐ
横線はICT建設機械が作り上げる土木建設を表しています
配色である白地に赤は日本をイメージしています。



○地方自治体発注工事を主体とする中小企業にICT施工を普及させるため施工規模等に応じたICT建設機械の使い分けが必要
○地方自治体発注工事では、中型のICT建設機械による施工が困難な小規模現場も多く、小規模現場におけるＩＣＴ施工の導入
促進に向け、小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾊﾞｯｸﾎｳによるICT施工の実施要領等を令和４年度より適用

○また都市部や市街地で行う工事ではドローンやＴＬＳ等を用いた計測が困難であり、スマホなどのモバイル端末を活用し小規
模現場における出来形管理の要領を令和４年度より適用

【小規模な建設現場に対応したICT施工】

【スマホなどの汎用モバイル機器を活用した出来形管理のデジタル化】

施工機械
（中型ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ機）
ﾊｰﾌｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ

施工規模の大きい現場(新設工事など）

Before After

Before After

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）

ナビゲーション

小規模な現場（都市部・修繕工事など）

UAVやTLSなどの専用機械
による出来形管理

TLS(地上型レーザースキャナー)

UAV

モバイル端末による計測

3次元計測データ

スマホなどのモバイル
端末による出来形管理
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小規模現場におけるICT施工の導入・出来形管理のデジタル化



BIM/CIMの活用について ～新丸山ダム建設事業～

既設ダムの再開発において、統合モデルを用いた設計、施工、管理の各段階における情報の一元化。

1

統合モデルの活用（関係者協議、広報）

〇 土砂搬出に係る関係者協議のため、地質区分等を地質モデルとして統合モデルに反映

〇 地質モデルは土配計画等にも活用可能

〇 新丸山ダム建設により、今後既設丸山ダムの一般公開が不可。バーチャル見学ができるコンテンツをＨＰで公開。

【統合モデル】【地形】 【堤体】

【設備】 【地質】

複数の業務・地質調査の最新の状況を一元的に集約。年度間の引き継ぎ迅速化、情報もれの防止の効果も期待される。

丸山ダムバーチャルダムツアーの構築地質3Dモデル（原石山）の作成

従来地質モデル

従来モデルだとボーリング箇所
の地質情報を点と点で結んだモ
デルとなっているためボーリン
グ箇所の間の部分がモデル化出
来ない

新３D地質モデル

紫表示の地質（鉱
脈鉱染帯）

・ドローン等で撮影した写真を組み合わせるこ
とにより３Dモデルを作成。
・各地点で説明コメントを入れることによりダ
ム見学時の職員による説明を再現

クリック

・本体工事に必要な骨材選定の活用
・重金属の有無による土捨て場選定の活用
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i-Construction大賞について

○建設現場の生産性向上（i-Construction）の優れた取組を表彰し、ベストプラクティスとして広く紹介することによ
り、i-Constructionを推進することを目的に、平成29年度に「i-Construction大賞」を創設。

○令和３年度の受賞者として、計22団体（国土交通大臣賞 5団体、優秀賞 17団体）を決定し、授与式を開催。

■令和３年度 受賞団体

○工事・業務部門

表彰の種類 団体名
発注
地整等

国土交通大臣賞 中電技術コンサルタント株式会社 近畿

優秀賞 株式会社玉川組 開発局

優秀賞 株式会社本間組 東北支店 東北

優秀賞 清水・五洋特定建設工事共同企業体 関東

優秀賞 アジア航測株式会社 関東

優秀賞 真柄建設株式会社 石川県

優秀賞 朝日丸建設株式会社 中部

優秀賞 ユウテック株式会社 三重県

優秀賞 株式会社 第一土木 近畿

優秀賞 株式会社増岡組 中国

優秀賞 パシフィックコンサルタンツ株式会社 中国

優秀賞 東亜建設工業株式会社 四国支店 四国

優秀賞 大成・ＩＨＩインフラ・八方地域維持型建設共同企業体 九州

優秀賞 株式会社ホープ設計 沖縄

○地方公共団体等の取組部門

表彰の種類 団体名 地域

国土交通大臣賞 栃木県 関東

優秀賞 札幌市 北海道

優秀賞 貝塚市 近畿

○ i-Construction推進コンソーシアム会員の取組部門

表彰の種類 団体名
本社
所在地

国土交通大臣賞 スキャン・エックス株式会社 東京都

国土交通大臣賞 株式会社大林組 東京都

国土交通大臣賞 株式会社アンドパッド 東京都

優秀賞 株式会社加藤組 広島県

優秀賞 清水建設株式会社 東京都

オンライン点群処理プラットフォーム「スキャン・エックス」
【スキャン・エックス株式会社】

ICT建機の施工履歴データとDX統合型
クラウドを使った生産性向上への取組

【株式会社大林組】

ＵＡＶの自律飛行による天然ダムおよび
砂防関係施設の点検・調査

【中電技術コンサルタント株式会社】

スマートフォンを活用した維持管理体制のDX化
【栃木県】

クラウド型建設プロジェクト管理サービス「ANDPAD」
【株式会社アンドパッド】
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令和４年度は、募集対象を拡大しインフラDXの取組も含めて表彰するとと
もに、スタートアップ企業の取組の後押しをするため
・「i-Construction大賞」から「インフラDX大賞」に改称
・i-Constructionコンソーシアム会員部門に「スタートアップ奨励賞」を新設
することを予定。



i-Construction、インフラ分野のDXのこれまでの取り組み
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i-Construciton

・ 2015年12月 i-Construction委員会 設置

⇒ i-Construction の基本方針や推進方策を検討するため設置

・ 2016年4月 石井国土交通大臣（当時）へ、i-Construction委員会 報告書を手交

⇒３つのトップランナー施策として、①ICT の全面的な活用（ICT 土工）、
②全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）、③施工時期の
平準化を設定し、それぞれについて取り組むべき事項を整理

インフラDX

・ 2016年8月 未来投資会議において、安倍総理大臣（当時）から、
「建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す」方針が提示

・ 2020年7月 国土交通省インフラ分野のDX推進本部の設置

⇒データとデジタル技術を活用し、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や
国土交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促進、
安全・安心で豊かな生活を実現すべく、省横断的な取り組み推進するため設置

・ 2021年2月 インフラ分野のDX施策の取りまとめ

⇒国土交通省が取り組むインフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション施策に関して、
個別施策ごとの取組概要をとりまとめ

・ 2022年3月 インフラ分野のDXアクションプランの策定

⇒上記で取りまとめたDX施策について、個別施策を充実させるとともに、利用者目線で実現
できる姿、工程を具体化して実行計画として取りまとめ



i-Constructionとインフラ分野のDXの関係
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インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

バーチャル現場

デジタルツイン

建機の自動化・自律化

VRでの現場体験、3Dの設計・施工協議の実現

国土交通データプラットフォーム地図・地形
データ

気象
データ

交通（人流）
データ

防災データ

エネルギー
データ

施設・構造
物データ

ハザードマップ（水害リスク情報）の3D表示

AIを活用した画像判別

イ
ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

建機メーカー建設業界
建設コンサルタント 等

ソフトウェア、通信業界
サービス業界

占用事業者

デジタルデータの連携リスク情報の3D表示により
コミュニケーションをリアルに

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

AIにより交通異常検知の判断・点検等を効率化

特車通行手続の

即時処理

地下空間の3D化

所有者と掘削事業者の

協議・立会等の効率化

河川利用等手続きの

オンライン24時間化

ICT施工

コンクリート工の規格の標準化

施工時期の平準化

あらゆる建設生産プロセスでICTを全面的に活用
【３次元測量】 【ICT建機による施工】

BIM/CIM

受発注者共に設
計・施工の効率化・
生産性向上

定型部材を組み合わせた施工

平準化された工事件数

現状の工事件数

２か年国債・ゼロ国債の設定

i-Construction（建設現場の生産性向上）

自律施工技術・自律運転を活用した建設生産性の向上



利用・サービス

インフラ

手続きなどいつ
でもどこでも気
軽にアクセス

○24時間 365日
○ワンストップ
○リモート化、タッチレス

コミュニケー
ションをより
リアルに

○ビッグデータのフル活用
○三次元の図面/映像
○AR/VR

現場にいなくて
も現場管理が可
能に

○自動化・自律化
○遠隔化
○省人化

Safe：安全 Smart：賢く Sustainable：持続可能

建設業界管理者

国民の生活、社会活動、経済活動デジタル
申
請
書

収集

提供

ﾈｯﾄﾜｰｸ

インフラ分野のＤigitalＸformation

Ｄigital Ｘformation

調査・設計・施工・維持管理、災害対応

・・・etc

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

exp) ドローン

exp) API※

exp) 5G高速通信

exp) クラウド環境

※application program interface

～デジタル技術の活用で、従来の「常識」を変革し、インフラまわりをスマートに～

より便利に

より理解しやすく

少人数・短時間で
効率的に

インフラ分野のＤＸの概要
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インフラ分野のＤＸアクションプランの策定

○令和４年３月３０日に、５３の個別施策について取組概要や令和７年度までの具体的な工
程を明らかにした「インフラ分野のDXアクションプラン」を策定。

表紙 各施策の取組の掲載例 13



現場にいなくても現場管理が可能に～建設施工現場のＤＸ（機械施工の技術開発）～
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1990

年代

目的：人が立入れない
危険な現場での作業確保

技術：遠隔操作のための通信技術

①無人化施工

目的：土工を中心とした生産性向上
技術：3D設計データによるオペレータ

支援（マシンコントロール等）

②ICT施工

2000

年代

大容量・低遅延が可
能な5Gへ

③自動化施工

2020年
（現在）

2025年

以降
④DXによる自律施工の実現

成瀬ダム（鹿島・前田・竹中JV）HPより

（熊谷組提供）

目的：担い手不足への対応
技術：データを活用した建設現場マネジメントの最適化

ソフトウェアとセンシング技術による複数建機の連動作業の自動化

BIM/CIMの原則導入

AI（人工知能）の導入

目的：単純・単調作業の
自動化による生産性向上

技術：人に代わりソフトウェアが建機を操縦
自動操縦時の安全確保＋施工品質管理

産学官からなる分野横断的な「建設機械施工の自動化・自律化協議会」を令和4年3月に設置
安全対策や関連基準の整備・策定計画を令和4年6月に策定



○「建設現場における遠隔臨場の試行方針」を定め、令和２年度は直轄工事において計７６０件、令和３年度は
約２，７００件の遠隔臨場の試行を実施。

○「建設現場における遠隔臨場の実施要領」及び「同監督検査実施要領」を令和４年３月に策定し、令和４年度は
原則全ての直轄土木工事において適用することとした。

②監督員（発注者）の確認状況

現地の測定状況をモニターに映す

概要 実施状況

①

②

立会状況

①ウェアラブルカメラ装着状況

①臨場（受注者）の状況

②詰所でのリアルタイム確認

従来、発注者職員が現場に向かい臨場で確認
していた事項を、遠隔（リモート）で確認可能。
→人との接触を最小限に抑えることが可能に！

【効果】

遠隔臨場の活用促進と技術検査等への拡大
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デジタルデータを活用した配筋確認の省力化
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17

〇荒川下流河川事務所では、全国で初めて三次元の河川管内図『荒川３Ｄ河川管内図（下流
域）』を公表しました。
〇荒川３Ｄ河川管内図は荒川下流域の様々なデータを三次元で立体的に表現し“いつでも、誰に
でも”わかりやすく表示するwebアプリケーションです。

荒川３D河川管内図



国土交通データプラットフォームの構築

○国土交通省が多く保有するデータと民間等のデータを連携し、国土交通省の施策の高度化や産学官連携による
イノベーションの創出を目指す取り組み

○同一の地図上で一括した表示・検索・ダウンロードを可能とする、分野間データ連携基盤として構築を進めている
（2022年度の概成を目標）

2020年4月に一般公開開始、
順次データ連携拡充

国土交通データプラットフォーム上での
3次元都市モデルや道路交通センサス等の表示イメージ

国土に関するデータ 経済活動に関するデータ 自然現象に関するデータ

①電子成果品※1

（工事基本情報）
②維持管理情報※1

③国土地盤情報
④基盤地図情報
⑤国土数値情報
⑥３D都市モデル
⑦海洋状況表示システム
（海しる）

①道路交通センサス
②全国幹線旅客純流動調査データ
③訪日外国人流動データ
④公共交通に関するデータ※2

⑤民間企業等の保有する人流データ※2

①気象データ
②水文水質データ
③SIP4D（基盤的防災情報

流通ネットワーク）※2

※2022年8月時点（一部連携も含む）

※1 地方公共団体の保有するデータも含む ※2 国土交通省以外の機関が保有するデータ

■概要

■ 主な連携データ

■ 機能拡充

検索窓にキーワード「工事」
「橋梁」「多摩川」を入力して
検索

入力されたキーワードに該当
するデータが表示される

検索対象が全国となるため、
県別の階層表示となる
[県名]
+--[カテゴリー名]

+--[レイヤ名]

■ 今後の取組
・データ連携の更なる拡充、データ更新や同期の効率化

・利活用事例収集（土木学会インフラデータチャレンジと連携）

・検索や結果表示、データ閲覧、データ取得が容易になる
ユーザーインタフェースへの改良

工事情報や３次元データ等の検索、表示、ダウンロードが可能

アイコンをクリック
するとダウンロード

業務件名 ○○道路改良工事
発注機関 国土交通省
工期 2024/03/31

都道府県 東京都○○区

点群データ

工事基本情報

BIM/CIMモデル

エリア・データ選択による検索に加え、複数の
キーワード入力によるフリーワード検索が可能

検索

結果の表示

閲覧

一次保存

ユーザーインターフェース
改良のイメージ
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インフラ分野のDXアクションプランのネクスト・ステージ

Society5.0及び国土交通省技術基本計画で示した
「20～30年後の将来の社会イメージ」の実現を目指した、
取組の深化、分野網羅的、組織横断的な取組への挑戦を開始

 分野網羅的に取り組む
（インフラ分野全般を網羅してDXを推進）
１．インフラの作り方の変革
２．インフラの使い方の変革
３．インフラまわりのデータの伝え方の変革

 組織横断的に取り組む
（技術の横展開、シナジー効果の期待等）

本格的な変革に向けた挑戦

令
和
４
年
度
～

国土交通省のインフラ分野のDXの推進に向け、各施策の「アクションプラン」を策定

 インフラ分野のDXの全体像を整理

 国土交通省が取り組む個別施策を３つの柱で構成

①行政手続きのデジタル化、②情報の高度化とその活用

③現場作業の遠隔化・自動化・自律化

 DX実現に向けた各施策の「目指すべき姿」、「工程」等を、

実行計画として取りまとめ、令和４年度から具体的な取組を推進

インフラ分野のDXの推進に向けた実行計画を取りまとめ

令
和
３
年
度
ま
で

インフラ分野のDX

アクションプラン
（2022年3月策定）

技術により実現を目指す将来の社会イメージ（建設現場）の例
（第５期 国土交通省技術基本計画より）
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分野網羅的、組織横断的な取組に挑戦

①「インフラの作り方」の変革 ②「インフラの使い方」の変革

インフラ建設現場（調査・測量、
設計、施工）の生産性を飛躍的に
向上させるとともに、安全性の向上、
手続き等の効率化を実現する

インフラ利用申請のオンライン化に加え、
デジタル技術を駆使して利用者目線
でインフラの潜在的な機能を最大限に
引き出す（Smart）とともに、
安全（Safe）で、持続可能
（Sustainable）なインフラ管理・
運用を実現する

「インフラまわりのデータ」を誰にでも
わかりすい情報形式で提供すると
ともに、オープンに提供することで、
新たな民間サービスが創出される
社会を実現する

③「インフラまわりデータの
伝え方」の変革

～より分かりやすく、
より使いやすく～

インフラ分野全般でDXを推進するため 分野網羅的

業
界
内
外
・
産
学
官
も
含
め
て

組
織
横
断
的

に取り組む

に
取
り
組
む

自動化建設機械による施工

公共工事に係るシステム・手続きや、
工事書類のデジタル化等による
作業や業務効率化に向けた取組実施
・次期土木工事積算システム等の検討
・ICT技術を活用した構造物の出来形確認
等

ハイブリッドダムの取組による治水機能の強化

地図・地形
データ

気象データ

交通（人流）
データ 防災データ

エネルギー
データ

施設・構造物
データ

国土交通データプラットフォーム
でのデータ公開

周辺建物の被災リスクも考
慮した建物内外にわたる
避難シミュレーション

３D都市モデルと連携した
３D浸水リスク表示、都市
の災害リスクの分析

データ連携による情報提供推進、施策の高度化
自動化・効率化による

サービス提供

今後、xROAD・サイバーポート（維持管理情報）
等と連携拡大

空港における地上支援業務
（車両）の自動化・効率化

VRカメラで撮影した線路を
VR空間上で再現

VRを用いた
検査支援・効率化

～現場にいなくても
現場管理が可能に～

～賢く”Smart”、安全に“Safe“、
持続可能に“Sustainable”～
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分野網羅的、組織横断的な取組事例のイメージ

取組の視点例 取組のイメージ

国民・利用者
目線でニーズが
高い、新たな
分野での適用
に向けた挑戦

組織横断的に
データを組み
合わせることで、
よりわかりやす
く、より効果的に
していく挑戦

共通するシーズ
技術を組織間で
共有することや、
他分野に展開し
ていく挑戦

デジタル技術や他分野とのデータ連携等のDX化で運用
を高度化し、既存インフラの潜在機能を導出、最大限の
能力発揮を実現

（例）ICT技術の活用により、ダム容量を洪水にあわせて柔軟に
治水と発電とに振り分ける等の高度運用をする取組を開始

インフラ管理者が保有する施設データや浸水被害情報など、
ニーズが高い情報を、新たに公開する取組を推進し、
大学等における分析・研究への活用や、ベンチャーや
スタートアップ等多くの民間企業における技術開発等を促進

（例）道路、港湾等の個別の施設データベースの公開と合わせて、
国土交通データプラットフォームとも連携し、分野横断的な公開を実現

各部局が公開しているデータを一つの地図でわかりやすく公開し、
情報伝達の高度化や、行政利用による施策判断の高度化を実現

（例）3D都市モデルとBIM/CIM、災害リスクなどハザード情報等との
連携により、効果的なデータ提供、利活用環境を構築

BIM/CIM情報

都市計画情報

災害リスク情報

その他
（交通・物流情報等）

施設
データ

維持管理
データ

基礎データ

画像解析技術を広くインフラ管理に展開し、災害対応や
インフラメンテナンスの高度化・効率化を実現

（例）ドローンや衛星の画像解析技術を活用した災害情報収集や、
インフラ施設の維持管理等の高度化の取組の推進・展開
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